
国土審議会政策部会防災国土づくり委員会（第２回） 

平成２３年６月１４日 

 

 

【岸企画専門官】  それでは、定刻になりましたので、ただいまから第２回防災国土づ

くり委員会を開催いたします。私は、国土計画局総合計画課企画専門官の岸と申します。 

 本日は、お忙しい中ご出席いただきまして、まことにありがとうございます。議事に入

りますまで司会を務めさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

 まず、議事に先立ちまして、本日の資料でございますが、座席表、議事次第がありまし

て、資料１、防災国土づくり委員会委員名簿、資料２、防災国土づくり委員会設置要綱と

ございまして、次から個別論点についての資料。資料３「国土全体での機能分担・配置等

のあり方」から、資料４、資料５、資料６、資料７、資料８、資料９の「震災復旧・復興

における新たな担い手の活用」までございます。 

 また、そのほか、委員提出資料といたしまして、今村委員からの資料がございます。 

 以上の資料に不備がございましたら、事務局までお知らせをいただきたいと思います。 

 本委員会は、資料２、防災国土づくり委員会設置要綱第５条の規定にありますように、

委員会の会議、議事録ともに原則公開することとされていることから、本日の会議も公開

とさせていただいております。この点につきまして、あらかじめご了承くださいますよう

お願いいたします。 

 また、本日は今村文彦委員、大西隆委員、横山明彦委員がご欠席でございます。 

 なお、本日は本委員会の定足数を満たしておりますことを、念のため、申し添えさせて

いただきます。 

 本日は、委員の皆様のお席に軽食をご用意させていただいておりますので、お召し上が

りになりながら進めていただければと思います。 

 これ以降の議事運営は奥野委員長にお願いしたいと思います。よろしくお願いいたしま

す。 

【奥野委員長】  それでは、本日の議事に入らせていただきます。今日は大変遅い時間

からの開会でございまして、お忙しいところ、ご苦労さまです。また、蒸し暑うございま

すので……、別に文句を言っているわけじゃありません。もう上着は脱がさせていただき

ます。よろしくお願いいたします。 
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 それでは、議事次第に従いまして進めてまいります。本日の議題は、（１）「災害に強い

国土構造への再構築における個別論点についての検討」、（２）が「その他」の２つであり

ます。 

 それでは、第１の議題「災害に強い国土構造への再構築における個別論点についての検

討」につきまして、まず事務局から資料の説明をお願いいたします。 

【川上総合計画課長】  資料３をごらんいただきたいと思います。第１回目の防災国土

づくり委員会で論点を幾つか挙げていただきまして、その中の１つ目の論点といたしまし

て、「国土全体での機能分担・配置等のあり方」というものでございます。 

 １ページおめくりいただきたいと思います。今回のように未曾有の震災がございました

ことから想起されることといたしまして、現在、行政・経済機能が東京圏に一極集中して

いるということから考えるリスクの大きさということを改めて再認識させられたわけでご

ざいます。１ページ目でございますが、現在、東京圏においては、人口でありますとかＧ

ＤＰでありますとか大企業の本社・本店数、あるいは国内銀行の貸付残高、情報サービス

業、外国法人数という指標で見るような人口、経済、中枢機能、あるいは国際関係の機能、

そういうものが集中しているということがわかるかと思います。 

 かつ、年を追うごとに、基本的にはそのシェアを増しているということで、東京一極集

中の傾向は続いているということでございます。この中では、外国法人数が若干トレンド

としては減っておりますが、もともとのレベルが高うございまして、現在でも、日本全国

の８４.５％が集中しているという状況でございます。そういう中で、東京圏に集中をして

いるということから、東京圏が被災した場合には、我が国の社会・経済活動等が機能不全

に陥ってしまうというリスクは少なくないわけでございます。 

 ２ページをごらんいただきたいと思いますが、２ページは、現在、危惧されております

ところの首都直下型の地震の想定でございますが、下の右側でございますけれども、被害

想定として現在考えられているものといたしまして、マグニチュード７.３の地震が来た場

合の被害として、ライフラインの被害、電力、上水道、ガス等々について、それぞれの数

字のような被害が想定をされると。さらに、帰宅困難者数が、１都３県合計で６５０万人

と想定されるということでございます。 

 左側は、今回の東日本大震災においても、首都圏での被害・影響、それなりにあったわ

けでございますが、今回、これと同じような項目を比べてみますと、震源地は東北ではあ

りましたけれども、例えば、ライフラインの被害といたしましては、首都直下型地震の被
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害想定よりも大きいものがございました。電力でありますと、停電数が２１３万軒に及ん

でいるということでございます。上水道やガスについては直下型の想定よりは下回ってい

るわけでございます。 

 その他、ここには挙げてございませんが、東京圏におきましては、液状化の被害等が広

域に及んだりしたわけでございます。大体、お台場から千葉市までの間、４０平方キロメ

ートルが液状化したのではないかという推計もございます。 

 また、３月１１日の地震当日、金曜日でございましたけれども、東京圏においてはかな

り帰宅困難な状態が続いたというのはご承知のことかと思いますが、これもいろいろな推

計がございますけれども、例えば、自治体が公表した一次受け入れ施設の帰宅困難者数を

単純に足しましても、１３万人ちょっとになります。首都直下型で想定している帰宅困難

者数は６５０万人ですので、この前の５０倍の帰宅困難者が想定されるということで、ほ

んとうに首都圏の直下型地震が起きたときの被害というのは大きいものだということが想

像されるわけでございます。 

 次のページをごらんいただきたいんですが、こういうことに備えますと、今回のように、

東日本という広域で起こった地震が首都圏にも影響を及ぼしたということで考えたときに、

機能分担を考えるときには、かなり広域で機能分担する必要があるんではないかというこ

とで、巨大災害が起きても、我が国の社会・経済等の機能が停止しないようにするため、

同時被災を防ぐという観点から、広域的な観点からの中枢機能の機能分担・分散配置につ

いて検討を行っていく必要性が高いのではないかと想定されるのでございます。 

 例えば、大胆に東と西に分けるとか、日本海側と太平洋側に分ける、あるいはその複合

型というような形の、かなり巨視的な観点でのバックアップ体制というのが必要ではない

かというポンチ絵でございます。 

 ４ページをごらんいただきたいのでございますが、今申し上げましたのは、全国レベル

での大きな意味での機能分担でありますが、現実には、いろいろなステージで分担あるい

は支援ということがあるんだろうということで、下の右側は、遠隔県同士、実際、防災協

定が既に結ばれているところの事例でございまして、例えば、鳥取県と徳島県の間、これ

は大体１６２キロありますけれども、そういうところから遠隔同士で防災協定を結んでい

る。あるいは、兵庫県と新潟県、これ、５００キロ弱ございますけれども、やはり遠隔地

同士で防災協定を結ぶということが現実に行われている。あるいは、今後ですが、岐阜と

鹿児島県という遠隔県同士でも、事前に防災協定を締結しているという例もございます。
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そういう意味では、空間的に離れているということは１つポイントではないかと思うわけ

でございます。 

 また、左側を見ていただきたいんでございますが、これは今回の東日本大震災における、

実際に自治体間支援が行われた事例、多くの事例があるんですが、こちらで気がついたも

のといいますか、集められたものでございますけれども、現実には市から市への支援とか、

団体が手配をして県と市の支援をする等々のことが行われているという事例でございまし

て、現実には、距離が離れた地域同士の自治体間の支援というものは実際機能しているわ

けでございます。ここで挙げた例は、翌日から１週間以内に措置されたものだけでござい

ますので、現実にはそれ以外にもたくさん行われているという状況でございます。 

 ５ページをごらんいただきたいのでございますが、さらに多層な、いろいろなレベルで

の支援というのがあるんであろうということで、有事の場合にそういう支援を行うために

は、平時から、例えば、都市と農村の交流でありますとか、個人レベルでの二地域居住と

いうようなことも１つヒントとしてあるんであろうということで、例えば、現実には、自

治体レベルですと、左側の上にありますように、新潟県の防災グリーンツーリズムという

のもございます。これは、何かあったときのために、通常は食とか自然、人と人のきずな

ということで結びついている地域でありますが、一朝有事の場合、首都直下型の地震の場

合には、１００万人規模で新潟県の施設に被災者を受け入れるという構想を既に進めてい

るところでございまして、新潟県下３０の市町村がございますが、そのうちの１０の市町

村でそういう試みが行われているということでございます。 

 あるいは、団体レベルですと、左側の事例、３つほど挙げさせていただきましたけれど

も、東京都のＮＰＯ全国商店街まちづくり実行委員会で行われている、震災時には都市住

民を疎開先に受け入れてもらうために、ふだんからそういうところと契約をしておくとい

う趣旨でございまして、平時は地域の特産品を受け取れる「震災あんぜんパック」という

ものを提供して、平時からつき合いを、都市農村交流を実施している例でありますとか、

あるいは、ＮＰＯ法人の「かみえちご山里ファン倶楽部」の取り組み、「有縁の米」という

のを販売していまして、これもやはり何かあった場合に受け入れるというもの。あるいは、

東京湾岸の集合住宅、高層住宅のところで「ぼうさいネットワーク」というのがございま

して、これはまだ具体的な事業というよりは、話し合いを持っているということでござい

ますけれども、集合住宅と遠隔、これは中越地域との交流を実施していると。そういう被

災経験のある地域との話し合いという形でまず始めているという例でございます。 
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 あるいは、下の右側にありますように、二地域居住という、個人レベルで、ある地域と

別の地域で居住するという形で、有事の場合に避難する先を確保するということもあるん

だと思います。そういう意味では、国レベル、あるいは自治体レベル、団体レベル、個人

レベルという、平時からの地域間交流というのが重要ではないかと思うわけでございます。 

 ６ページはさらに視点を変えまして、国際間の協力というのもあるんだろうということ

で、これは現実に、５月２２日の日中韓サミットで確認をされたものでございますけれど

も、日中韓の有事の場合の東アジアにおける相互支援体制を確立するということで、以下

に記述してあるような取り組みを行うことを決めているというものでございます。 

 ７ページをごらんいただきたいのですが、以上、広域的な機能分担・配置の検討の必要

性につきましては、東京圏に諸機能が集中している実態を踏まえますと、東京圏が被災し

た場合に、我が国の社会・経済活動が機能不全に陥ってしまうリスクも少なくないわけで

ございまして、国土全体としての活動を持続するためには同時被災しないということが重

要であり、そういう意味からも、広域的な視点での国土全体での機能分担・配置について

の検討が必要ではないかということが１つでございます。 

 ２番目は、災害時に相互扶助機能を発揮する広域的な地域間連携の推進の必要性でござ

いまして、被災地の支援を検討する場合に、国、地域ブロック、地方公共団体、企業、個

人等の各段階における主体同士が連携した広域的な取り組みが重要であると。さらに、そ

の実効性を高めるためには、防災協定の締結など事前の準備だけではなく、通常時からの

連携が重要であると。さらに、対口支援等の体制を構築しておくことが必要ではないかと

いうことが、この論点に関して言えることかと思います。 

【數土計画官】  資料４をご覧いただきたいと思います。「災害に強い広域交通基盤の効

率的・効果的な整備等による代替性・多重性の確保」という観点で、今回の震災から何が

言えるのかということを検討したものでございます。 

 １ページ目をご覧ください。広域的な連携、多様なモード連携について、今回の震災を

踏まえて見たものでございます。ここには付けておりませんが、人流につきましては、新

幹線・鉄道がなかなか復旧しなかった間、バス、あるいは航空、それと、動いておりまし

た鉄道との連携により、ある程度の代替性が確保されたのではないかと考えております。 

また、物流につきましても、広域的な連携、多様なモード連携により、代替性が確保さ

れたのではないかと考えております。右の図は、飼料穀物の供給の例、左の図は、ガソリ

ン・軽油等の輸送状況でございます。自動車輸送、鉄道輸送、海上輸送というものを使い
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まして輸送を行ったという事例を示しております。ただ、ガソリン・軽油につきましては、

ご存じのように、輸送手段の確保、タンクローリーですが、これに時間を有したことから、

被災後しばらく混乱が生じるなど、円滑な物資輸送に課題が見られたと考えております。 

 ２ページ目をご覧ください。ネットワークとしてはどうかというところを見たものでご

ざいます。今回の震災では、太平洋側の交通ネットワークが大きな被害を受けたわけでご

ざいますが、その関係で、東北と関東間のネットワークにも機能不全が生じました。その

際に、日本海側の軸線を活用した代替ルートが生かされたということで、真ん中の図でご

ざいますが、港から物を入れて、太平洋側に運んだという事例を示しております。 

 また、今回、有名になりましたが、「くしの歯作戦」というものが行われました。これは、

東北道・国道４号の内陸軸が非常に早く復旧したということで、この縦軸ラインから横断

方向へのネットワークの確保を行う啓開作業を行い、これにより被災地域に物資が行き渡

るようなネットワークを確保していったということでございます。ただし、横断方向の啓

開作業については、被災状況によっては、これが長期化する恐れもあったわけでございま

す。また、今回、東北道・国道４号が意外と早く復旧したわけでございますけれども、こ

れが遅れた場合は、様々な面での長期化が考えられたところでございます。 

 ３ページ目をご覧ください。被災地域におけるネットワークを見たものでございます。

これも有名な話でございますけれども、三陸海岸の国道４５号が分断された際に、部分的

に供用しておりました三陸縦貫自動車道が津波浸水区域を回避するルートであったため、

このルートが迂回路として大きな役割を発揮したというものでございます。ただ、今回使

用できたのは、３月５日、ちょうど１週間前ぐらいに供用開始した部分でございまして、

その他の赤い点線の部分につきましては未開通区間でございました。このため、広域的な

移動の代替性には、この三陸縦貫自動車道がつながってなかったということで、ネットワ

ークとして使えなかったということでございます。また、似たような事例がどこかにない

かということでございますけれども、東海・東南海地震において津波等の被害を受けるこ

とが想定されております四国では、国道が不通になった場合、代替道がないため、孤立す

る地域が多く、２０万人程度の影響が出るというようなことが言われております。 

 以上の３つの観点からのまとめを４ページ目に書いてございます。 

 １点目といたしましては、広域的な災害における輸送の代替性確保という観点でござい

ます。輸送の代替性確保ということがこのような広域的な災害時には重要であり、そのた

めには、交通事業者、施設管理者等の民間事業者、自治体など多様な関係者連携による災
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害時輸送に係る事前の計画策定が重要ではないか。また、このような大きな災害になりま

すと、例えば、東北ブロックの中だけでは完結しませんので、ブロック間の連携による検

討が必要ではないかと考えております。 

 ２点目といたしましては、広域ネットワークによる代替性確保ということでございます。

先ほど申しましたように、今回、日本海側の軸並びに内陸の軸が非常に重要な役割を果た

したわけでございます。今後の対策として、縦方向の軸の重要性はもとより、横断方向の

ネットワークをある間隔で整備することが重要ではないかということでございます。例と

しては、右側に東北地方の高規格道路のネットワークの構想がございますように、こうい

うような形のネットワーク構造が必要ではないかと考えております。 

 ３点目といたしましては、被災地におけるネットワークの代替性の確保ということでご

ざいます。広域的な災害が想定される地域においては、日常交通を担う路線のみならず、

地域間連携や被災時にも活用し得る規格の路線、つまり異なる規格の路線を代替性として

備えることが重要ではないかという点でございます。 

 また、これらの（１）（２）（３）を考える上では、機能評価が重要ではないかというこ

とで、代替性確保等の防災面の効果が大きいこれらの交通基盤の機能につきましては、安

全・安心の観点から客観的な評価も必要ではないかということで考えております。以上が

交通基盤に関してでございます。 

 続きまして、資料５をご覧ください。情報関連の代替性・多重性の確保についてです。

最初に、形態電話も含む公衆回線（電話回線）等でございます。今回の被災につきまして

は、中継局、基地局の被害、ケーブルの切断、あるいは電源の喪失が通信の遮断の原因と

して考えられております。 

 また、特に携帯電話では、停電によるものが多かったとドコモの資料には出ております。

復旧状況でございますが、最大障害数を１００としまして、日時を追って、その復旧率を

見たものでございますけれども、いずれも震災後１０日前後に８５％、２０日後には９０％

復旧しているということでございます。これにつきましては、家等がなくなったりしてい

る可能性がございますが、大体このような形で復旧しているところでございます。 

 ２つ目の観点といたしましては、情報の管理を挙げさせていただきました。これは、三

陸地方の４市町が被災により戸籍が消失したというのが新聞情報等でございました。これ

らにつきましては、法務局の副本から戸籍情報が復元されたわけですけれども、１月下旬

までのものでございまして、１月下旬から震災の当日までのものについては完全に消失し
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たということになっております。 

 続きまして、３ページをご覧いただきたいと思います。「公式な情報／非公式な情報」と、

勝手に私ども書かせていただきましたけれども、公式な情報と申しますのは、自治体、官

公庁、行政機関、ウェブサイト等、あるいはテレビ、ラジオという公共報道機関が出して

いるようなことを、今のところ公式な情報と仮に呼んでおります。また、一般の方がツイ

ッターやブログ等で流しているものを非公式な情報という形で、今、ここでは定義させて

いただいております。今回は、非公式な情報が非常に役に立ったということが言われてい

るわけですけれども、一方、事実誤認やデマ情報があったということも言われております。

下に表の形でまとめてみましたが、これからいろいろとご意見をいただければと思ってお

ります。 

 情報につきましてのまとめでございます。「災害に備えた情報通信網のあり方」というこ

とにつきましては、これは公衆回線網でございますけれども、災害に強く、かつ被災して

も復旧しやすいネットワークの構築が必要ということでございます。これは今までも言わ

れてきたことでございますし、今後も重要な観点かと思われます。 

 もう一つは、想定される避難場所での通信手段の確保ということで、衛星通信まではい

かなくても、何らかの形の、常に使えるような通信手段が避難場所では重要ではないかと

いうことです。これは説明しておりませんが、インターネットエクスチェンジ、インター

ネットのプロバイダー同士を結びつけるところが、東京に集中しております。ここが被災

を受けますと、インターネットが非常につながりづらくなるということが起こります。こ

れらの一極集中も何らかの形で改善していく必要があるのではないかということを書いて

おります。 

 情報の管理についてでございますけれども、公的機関が保有する情報管理につきまして

は、遠隔地でのバックアップが必要ではないか。災害時において求められる情報につきま

しては、災害前、災害中、災害後も含めて、一般市民からの非公式な情報と公式な情報、

これらの長所、短所を踏まえた上でどのように活用していくかということを検討していか

なければならないのではないかと考えております。 

 また、公式サイトへのリンクや安否情報等、いろいろなサイトが立ち上がりますので、

これらの一元化・集約化が必要ではないか。さらに、避難所におきまして、支援の需給の

ミスマッチということが言われておりましたので、これらの情報共有システムが重要では

ないか。合わせて、いろいろな情報共有のシステムというのが必要になるのではないかと
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考えております。以上でございます。 

【名執計画官】  それでは、続きまして、資料６、国土利用関係のテーマについてご説

明を差し上げたいと存じます。 

 資料を１ページおめくりいただきまして、今回の検討対象のような、頻度が低いけれど

も規模が極めて大きな災害、特に大規模地震に伴う大津波が襲来したときに影響を受ける

地域というのは、それぞれの土地が持つ属性、すなわち標高とか海岸からの距離という、

その土地固有の条件が重要になると思われます。本資料は、以下、そういった地形条件の

観点から国土利用の分析を行っております。 

 １ページ目は、第１回資料にもお示ししましたけれども、標高と土地利用、社会資本の

蓄積との関係を図にしております。 

 ２ページに移っていただきまして、２ページの右上の２つの線グラフ、これは今回の大

震災で浸水した地域の海岸線からの距離及び標高を累積グラフにしております。これを見

ますと、海岸線からの距離は大体１０キロ、標高につきましては３０メートルでおおよそ

１００％になるというような形になります。 

 ですので、海岸線から１０キロ以内、標高３０メートル以下という地域を、１つメルク

マールにいたしまして、日本の中でどの程度の地域が該当するかを図示しましたのが左側

の日本地図でございます。色が塗られている地域がそれに該当する地域。逆に、白い、色

が塗られていない地域は、海岸線から１０キロ以遠か、１０キロ以内でも３０メートル以

上の地域ということになります。 

 それらの沿岸、臨海部低地とも言うべきそれらの地域の広がりを示しましたものが右側

の円グラフでございます。左側が国土の面積でございますけれども、国土の面積で言うと

１０％ぐらいですが、右側が人口のシェアでございますけれども、３０％を占めるという

ことになっております。 

 ３ページ目を見ていただきますと、今申し上げました臨海部低地の面積及び人口を都道

府県ごとに示したものでございます。上が面積でございます。これで見ますと、北海道が

ずば抜けて大きく、それに次いで千葉、青森といった県になるわけでございますが、人口

の集積ということで見ますと、三大都市圏プラス福岡及び静岡という県が挙がってくるか

と思っております。 

 続いてページ４でございますが、上のほうのグラフは、先ほど来出てきております臨海

部低地の土地利用のシェアを示しております。色使いが今までと異なり、赤が都市、黄色
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が農地、緑が森林となっておりますので、ご注意いただければと思います。 

 今回、被災しました東北地方は、どちらかというと農業系が多く、逆に、西日本は都市

のシェアが多くなっていると読み取れるかと思います。 

 下のグラフは、各種の社会資本が臨海部低地にどの程度立地しているかのシェアを示し

たものでございますけれども、人口のシェアよりも事務所数のシェアのほうが大きく、す

なわち人口より経済の活動がさらに臨海部の低地に集中していること。それから、施設の

性格によって、その集中の仕方にも差があるということが見てとれるかと思っております。 

 ５ページ目をごらんください。５ページ目の左グラフでございますが、縦軸方向に沿岸

部の人口の大小、下にいくほど人口が大きくなります。を示し、それから、横軸方向には、

海岸部に平野が多いかどうかという比率を示しております。これをもって、４７都道府県

を海岸部の地形と人口集積の観点から分類できるということでございます。このグラフの

左上の諸元は、海岸部に平野が少なく人口が少ない地方ということになりますし、逆に右

下は、海岸部が平野であって人口集積が多いというような都道府県になります。 

 それと同じ考え方を、今回、浸水の被害を受けた市町村について行いましたのが右のほ

うのグラフになります。同じく、左上に位置しますのは、海岸部に人口が少なく平野も少

ないという市町村でございますけれども、岩手県のリアス式海岸を中心とする市町村が含

まれる。②は、その右側でございますけれども、海岸沿いに平野が広がるけれども、人口

集積があまり多くない。右下、③は、海岸部に平地も多く人口も多い。今回は仙台市。④

はその中間といったように、わりと明確に分類ができるのではないかと思っております。 

 ６ページに移らせていただきまして、それでは、海岸線１０キロ以内、標高３０メート

ルの地域が危ないという認識を持ったときに、ほかの場所が量的に確保できるのかという

ことでございます。各県ごとに傾斜度が一定未満の農地や森林を新たに開発の可能性のあ

る地面、可住地といたしまして、その分布を日本地図に落としましたのが左でございます。

灰色に見えるところが可住地ということになります。 

 右のグラフは、それぞれの県ごとに、灰色の線でございますけれども、臨海部低地に対

する可住地の割合を都道府県ごとに示しております。一番右が全国値でございまして、９

割程度しかございません。すなわち、臨海部低地に匹敵する面積の可住地を日本全国でも

確保することは難しいということになります。 

 県ごとに見ますと、２割程度というところが多くなっております。さらに、可住地の中

で、市街化調整区域ですとか保安林ですとか、基本的に開発抑制方向の土地利用規制がか
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かっているところを抜きますと、それが黄色の棒になりまして、全国値で見ますと、２割

５分程度に下がってしまうということであります。 

 なお、今回被災しました東北各県、わりと可住地の量はあるという結果になっておりま

すけれども、今回、県内のすべての可住地を対象にしていると。沿岸部からの距離は問わ

ないという形になっていることに、１つご注意いただければと思っております。 

 ７ページは、将来どうなるだろうかということの作業でございます。長期展望作業で用

いました２０５０年までの将来人口の試算に基づきまして、臨海部低地への人口が相対的

にシフトしていくという都道府県がオレンジ、逆にそれ以外の地域にシフトするのが青と

いうことになります。日本全体的に見ますと、赤、つまり、臨海低地に人口が比較的シフ

トしていくというような県が多くなっておりますし、それが西日本に集中しているという

結果になっております。 

 長期展望委員会におきます将来人口の試算は、地域分布について、２１世紀初頭の都市

の集中傾向がこのまま継続するという仮定に置いたままのものでございますので、特段の

意思を講じずに自然体に任せますと、日本の大半におきまして臨海部低地への人口の累積

はさらに進むだろうというような、人口がシフトするだろうというようなことが言えるか

と思っております。 

 以上を踏まえて、８ページ目に、「津波を伴う極めて大規模な地震に対する国土利用のあ

り方」の考え方を整理しております。従前、津波を伴う地震については、ハード、ソフト

両面からの施策が講じられてきておりますが、第１回目の委員会でも問題意識に設定させ

ていただきましたけれども、頻度が低いけれども規模の大きな災害につきましては、被害

を最低限にするとの観点から、今後、我が国が人口減少局面を迎えることを踏まえ、中期

的により災害リスクの少ない地域への国土利用を誘導することが必要だということを述べ

させていただいております。 

 具体的な施策といたしましては、集落を人口減少に合わせてコンパクト化、再編してい

く局面が出てきたときに、より安全な地域への誘導を図る。そのために、国土利用計画市

町村計画などの土地利用計画を活用していくというようなことが１つ。 

 ２つ目は、ハザードマップのさらなる普及・整備ですとか、災害履歴図ですとか古地図

などの分析を通しまして、災害リスクの高い地域を情報発信していくこと。 

 ３番目として、土地利用や建物の規制。 

 ４番目として、災害リスクの少ない地域への公共施設の先行移転といったものを述べさ
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せていただいております。 

 以上でございます。 

【片山計画官】  続きまして、資料７をよろしくお願いします。 

 「災害時にも安定的なエネルギー供給が可能な国土の形成」。まず１ページ目ですが、今

回、大規模電源に一極集中していたということの、それに対するリスクが顕在化したとい

うことでございます。まず、東北電力管内での停電戸数の推移というのが左側の上のグラ

フにございますが、こういうふうにして長期間にわたって停電が起こりました。右側の地

図に、３月２１日時点と４月２１日時点、それぞれ書かせていただきました。３月２１日

時点でも、三陸沖などを中心にして、結構高い値になっています。４月２１日についても、

実は残っているんですが、これはもう人が住んでいない地域があり、当面の間、これ以上

は復旧しないということなんですが、それを踏まえても、３月２１日から４月２１日の間

にも復旧していった地点が幾つかあるということで、やはり停電戸数の復旧というのは時

間がかかっていたということがわかると思います。 

 それから、その下の棒グラフのほうは、東京電力の管内です。既にご案内のように、直

接津波、地震の被害を受けてない東京電力管内でも結構停電が起こりました。もちろん、

この停電は数日後に解消されたわけですが、その後、計画停電があり、また、夏にも計画

停電が起きるかもしれないということもあって、要するに、そういったようなリスクが顕

在化したと。 

 しかしながら、産業用途を中心に、今後も引き続き大容量電力の安定供給が必要とされ

ることも事実でございます。それを踏まえますと、従来型の電力供給とのバランスをとり

つつ分散型エネルギーシステムを導入していくことが、自然災害時にも安定的なエネルギ

ー供給が可能な国土を形成することとなるのではないかということでございます。 

 分散型エネルギーシステムの導入に当たりましては、幾つか供給源としては考えられま

す。当然、化石燃料でも不可能ではないですが、やはりＣＯ２の排出という問題がありま

して、この際、再生可能エネルギーの有効活用というのも考えるべきではないかというこ

とです。 

 ちなみに、菅総理は、先のＯＥＣＤにおけるスピーチで、２０２０年代に２０％を超え

る水準にという説明をされておりました。そういうこともありまして、再生可能エネルギ

ーの有効活用を検討するわけですが、このポテンシャルを示したのが次のページでござい

ます。これは、既に第１回の委員会でお示ししたところでございますが、それぞれの地域
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によって、得意なポテンシャルがあるということがわかると思います。 

 加えて、右下にエネルギー消費量というのも掲げさせていただきました。ごらんのとお

り、首都圏が断トツで高いということで、需要についても、地域間のアンバランスという

のも留意して見ていかなくちゃいけないかなということでございます。 

 ちなみに、再生可能エネルギーの利用の割合については、現在、日本は６％程度という

ことですが、先進国においても大体１割弱となっています。 

 ３ページをごらんください。再生可能エネルギーを本格的に利用するためには、実はま

だまだ技術的なハードルがあるということでございます。例えば、太陽光発電等の再生可

能エネルギーを大量導入したときの課題には、余剰電力が発生したり、出力が急激に変動

したり、電圧が上昇する、こういったような問題が起こると。それぞれに対して、蓄電池

を設置したり、出力調整機能を増強したり、配電網の強化などが必要であります。 

 そういうこともございまして、現在、その技術開発が進んでおりまして、経済産業省で

は、横浜、豊田、京阪奈、北九州において実証事業が行われておりますし、また、離島に

おいても、例えば、宮古島においても実証実験が行われているということでございます。

このように、検証が始まったばかりというのが今の現状でございます。 

 ４ページ以降は、今の活用の事例でございます。まず、都市については、熱利用が事例

として多く、左側のほうは、江東区の下水汚泥を焼却したときの廃熱利用。右側は、福島

県いわき市においての工場が出す熱を商業施設とか公共施設へ供給している事業、こうい

ったような事業があるということです。 

 次の５ページは、もう少し田舎のところで行われていることであります。ここに書かせ

ていただいた例は、能代市において豊富な森林資源をバックとして、木質バイオマスを使

って発電しているということでございますが、ここでの一つのポイントは、いわゆるオフ

セット・クレジットの一種であるグリーン電力証書システムを使って、外部から資金獲得

しているといった例でございます。 

 なお、実は木質バイオマス発電にも結構コストがかかったりするところがあって、１つ

は、燃料の間伐材をどのように手に入れるかということですが、間伐する費用についても、

購入した業者が負担したりする例もございます。 

 なお、米代川流域圏においては、昨年度、国土計画局でいろいろ調査したわけですが、

それ以外にも地中熱を利用して融雪歩道をしたりとか、そういったような例もございます。 

 こういった事例等々を踏まえまして、まとめたのが６ページです。１つ目、先ほども言
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いましたように、分散型エネルギーシステムのエネルギー供給源はいろいろばらばらでご

ざいます。地理条件、都市規模に応じて偏在しております。一方で、消費されるエネルギ

ー量も偏在しています。したがって、地域特性に応じてインフラ整備・事業化を行ってい

く必要があると。いわゆるケース・バイ・ケース、一律的にやるんじゃなくて、それぞれ

見ながら慎重に導入していかないとうまくいかないのではないかということでございます。 

 ２つ目、より有効に利用するためには、先ほど言いましたように、特にバランスを考え

ることが必要であるということ。まず、なかなか進まないんですけれども、エネルギー需

給についての情報を共有すること、そのためにもセクター間の縦割りを超えた連携をする

ことが必要ではないかということ。 

 これに関しましては、例えば、今後、先ほども技術革新等で触れましたスマートメータ

ーみたいなものが導入されると、そういうものにより容易に把握できるようになる、そう

いうことも考えられるわけでございます。 

 ３つ目です。アクセシビリティの悪い離島等の地域におきましては、自然災害時に外部

と分断されるリスクは高いわけです。そういうこともあって、分散型エネルギーの導入に

よる防災面での効果は大きいと考えられます。 

 ただ、こういった地域においては、なかなか資金がなくて、コストをどう負担するのか

というのが結構問題です。特にインフラ整備ですね。こういったものについては初期費用

がかかるということで、そのコストの負担の話。それから、たとえインフラ整備を行って

も、その後の事業の継続、ランニングコストをどう考えていくのか。それとともに、先ほ

どのバイオマス発電、能代市の例もありましたけれども、広域的な連携をして、外部から

の資金獲得とか、そういったような観点も非常に重要になってくるのではないかというこ

とでございます。 

 以上です。 

【堀尾広域政策企画官】  引き続きまして、私から、資料８と９に基づきまして、２つ

の論点を説明させていただきます。 

 まず最初の論点というのは、震災によって、我が国のサプライチェーンに対してどうい

う影響があったか、それから浮かび上がる課題は何だったのかということです。 

 次の論点が、震災復旧・復興においては、新しい担い手がどんどん活躍をしております

が、彼らが直面している課題について説明させていただきます。 

 まず資料８でございます。資料をあけていただきますと、５つの円グラフがごらんいた
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だけると思います。我が国は全世界の０.２５％の国土面積を占めているわけでございます

けれども、その中で、震災の１割から２割が集中している。同時に、ダイナミックな経済

活動も集中しているということを改めて認識することができました。これによって、例え

ば、我が国が被災すると、ヨーロッパ、北米、それから、関係がある東南アジアの工場等

がとまるということも、報道にございますとおり、明らかになったわけでございます。 

 世界的視点について見るとこういう形ですが、国内を見ると、次の２ページ目のグラフ

をごらんください。ここでは、国内の限られた部分が被災したにもかかわらず、実質ＧＤ

Ｐでは年率３.７％減、民間設備投資では前期比０.９％減、右のほうをごらんいただきま

すと、対日直接投資もマイナス、外国人もどんどん日本を出ていってしまうということが

ありました。 

 次の３ページ目ですけれども、これを地域別に見たいと思います。すなわち、我が国の

１カ所が被災したにもかかわらず、これが全県に広がっていってしまったということでご

ざいます。ここにあります棒線グラフは、各県の鉱工業生産指数の対前年度比を低い順か

ら高い順まで並べたものです。左の３県、福島、茨城、岩手につきましては、直接被災を

したので大きなマイナスになっていることは理解できるのですが、地理的に離れている愛

知、群馬、神奈川、東京においても大きな減をしております。 

 これにつきまして中をよく見ますと、輸送機械、それに用います機械とか材料の取引関

係によって、関係の県の鉱工業生産も大きくマイナスになっているということがわかりま

した。 

 一方で、このグラフの右手をごらんいただきますと、和歌山、福井、富山といったとこ

ろがごらんいただけますが、電子デバイス、薬品といったところの生産が急激に高まって

おりまして、代替生産がこういった地域に移っていった、そういったものがごらんいただ

けると思います。すなわち、１カ所の被災が、サプライチェーンを通じて我が国全体に広

がっていったということがこれで明らかになったわけでございます。 

 では、具体的にどういった部分にそういうことが集中したのかということを、我々、企

業ヒアリングを今始めているところでございます。 

 ４ページ目に、そのヒアリング結果をまとめたものをご紹介させていただきます。向か

って左側が被災した原因、向かって右側が被災による影響という形で整理をしております。 

 まず、左側の原因でございますけれども、大きくは、工場の中における被災、それから、

工場の外、工場の外を含めた大きな社会的な問題と原因が整理されることがわかりました。 
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 まず、工場の中につきましては、生産装置が壊れたとかずれたといったことで、これに

ついては、企業が鋭意努力をして、わりあい早目に復旧をしているわけでございますけれ

ども、工場の外、すなわち港湾、道路、鉄道等の被害がまだ完全に直っていないというこ

と。電気、ガス、水道が来ないために、エネルギーや冷却、原材料がやってこないといっ

た部分があります。 

 それから、下のほうに「人的・システム等被害」とありますけれども、燃料不足によっ

て自家発電装置が動かない、従業員の親族が被災されて、なかなかそういった方が工場に

やってこない。銀行が被災してしまって資金繰りができないということでございます。す

なわち、今回の震災というのは、工場の中、社会、経済システム全体において複合的な被

害がありまして、それが全体的に広がった結果、長期的、広域的に経済活動のマイナスに

つながったということでございます。 

 向かって右側でございますけれども、では、それによっての影響といたしましては、１

つの工場が被災する。それが取引する工場、素形材を通じてほかの工場に飛び火する。そ

うすると、最終製品の生産がとまってしまう。それによって、また同時に、ほかの生産の

受注がとまってしまうという、いわゆる負のスパイラルの状況に陥りまして、大きく被害

が広がっていったと考えられます。 

 以上をまとめますと、次のページにございますとおり、２つの政策的インプリケーショ

ンに整理できるのかなと考えます。 

 まず１つは、しなやかなインフラ確保の必要性でございます。ここで言うしなやかとい

うのは、構造的に丈夫なということに加えまして、一部が被災したとしても、それをスイ

ッチング等でほかにつなぎ込むことによって何とか生産を維持していく、そういったソフ

ト面でのシステム的対応が必要ではないかということでございます。 

 ２点目の政策的インプリケーションでございますけれども、災害に強いサプライチェー

ンの構築や事業継続策定のための情報提供が必要ではないかということでございます。今

回の被災を機に、工場が東北圏外に行ってしまったり、国外の移転が進行しております。

これによって産業の国際シェアが減少するとともに、外国企業は、日本に投資をしてもい

いものかどうかということも論点として出てまいります。したがいまして、我が国土に対

する信頼性を高めるために、サプライチェーンの全体を把握するとともに、それを可視化

し、それによって輸送ルートの多様化・多重性の確保などのソフト的な対応が必要ではな

いかと考えます。 
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 また同時に、従来はあまり重要には見られておりませんでした土地利用情報とか行政に

おける防災計画、被災時における産業の継続性を支えるための必要な情報の利用というも

のが、今後の産業立地にとって必要ではないかと考えられます。 

 論点の１つは以上でございます。 

 次に、資料９を用いまして、今回の震災によってさまざまな方々がその復興に携わって

おります。そういった方々が直面している課題について整理をして、ご説明をさせていた

だきます。 

 まず、資料をあけていただきますと、担い手の欄が見えてくると思います。ここで担い

手というのは、まず、地縁組織。これは、自主防災組織、消防団、自治会、ＰＴＡ、商店

街の組合というところが頑張って復興に努めていただいております。それから、地域産業、

建設業、生産組合といったところが活躍しております。また、大学・研究機関。専門家組

織とありますけれども、いわゆる学会といったところが、現地に入って分析をしたり、情

報発信をしたりということで活躍をされております。 

 それから、何よりも今回、ＮＰＯ、ボランティア団体が、地元、あるいは県外、西日本

からやってまいりまして積極的な活躍を、行政と連携をして進めていただいております。 

 具体的事例といたしましては、２ページにございますとおり、まちづくり会社が観光を

企画することによって、被災地に対していろいろな経済的な動きを示そうということで、

こういったツアーを企画しているといった事例。大学におきましては、ＤＭＡＴというこ

とでちょっと有名になりましたけれども、医療の看護師、医者の方々がチームとなって被

災地を回っているといった事例。それから、地域産業といたしましては、建設業が震災の

直後に被災地に入りまして、道路を開いたり、瓦れきを片づけたり、危ない建物を片づけ

たりということをされております。 

 それから、企業につきましては、企業が集まってファンドを作り、地域の方々の震災復

興のための融資をしたりということがあります。また、企業の持っている人材、ノウハウ、

設備を使いまして、例えば、日本ＩＢＭのようなところが積極的に産業の資産を提供して

いるといった事例がございます。 

 ３ページ目でございますけれども、地域組織といたしましては、ここにございますとお

り、消防本部と消防団が連携いたしまして、瓦れきの撤去をしたり、地域にやってこられ

るボランティアを誘導したりして復興を手伝っていただいている例。 

 それから、ＮＰＯとしては、３例、ここにございますとおり、向かって右上のほうから、
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日本レスキュー協会が犬を連れていって、被災された方々を探されたりする例。向かって

左下でございますけれども、前回の阪神・淡路大震災を契機として立ち上がったボランテ

ィア集団がございますけれども、これらが４０集まりまして、東日本大震災支援全国ネッ

トワークというものを組織し、それがボランティアを受け入れ、連係プレーをもって現地

に入っている、こういう活動が行われております。 

 次に、といっても大きな課題が立ちふさがっております。４ページ目でその状況をご説

明させていただきたいと思います。まず、行政の面でございます。このグラフは、横軸に

財政力指数、どれだけ財政的基盤が十分であるかといったことを示す指標でございます。

それから、縦軸、これは市町村の職員数でございます。赤い点が、今回、浸水のあった市

町村をプロットしたものでございます。青く囲った部分が、対比のために、前回の阪神・

淡路大震災のときに被災した市町村をプロットしておりますけれども、明らかに前回と違

いますのは、財政力が弱く、また職員数も十分でないところがたくさん被災したというこ

とでございます。 

 例外的に、赤く吹き出しをつくった女川、六ヶ所、大熊、広野、楢葉といったところは、

原子力発電所等、発電所が立地しているところでございまして、財政力は高いわけでござ

いますけれども、こういったところは例外といたしまして、多くの部分、零細な市町村が

復興に立ち向かわなきゃならないということでございます。 

 次のページでございます。地域の建設業が被災直後から現地に入りまして、地方整備局

と連携をして、瓦れき撤去等の活躍をしております。向かって左側はその事例。右側につ

きましては、平成２０年岩手・宮城内陸地震の際ですが、地元以外の企業ですと、当日は

ちょっと難しかったんですけれども、当日のお昼時、あるいは２日目、３日目から急激に

立ち上がって大きく現地を切り開く、こういった力になったということでございます。 

 次のページ、６ページでございます。といっても、こういった方々は、地域に密着した

産業ではあるわけですけれども、大きな課題を抱えていらっしゃいます。円グラフがごら

んいただけるかと思いますけれども、継続性につきまして、大きく将来に悲観を持ってい

らっしゃるといったところが９０％以上ございます。また、こういった建設産業というの

は、雪をどけたり道をきれいにしたり、そういうことを続けながら建設業を続けていただ

いておりますけれども、そういうことで言えば、収益がまだ十分回っていかないというこ

とでございます。 

 下のグラフでございますけれども、そういった建設産業は年々、零細化を続けておりま
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す。平成１０年では、１社当たり８２名いらっしゃったものが、現在、平成２１年では１

７名まで、実に８割減少しているということがおわかりいただけると思いますし、右のグ

ラフをごらんいただきますと、１社当たり４０４万円の採算があったものが、現時点では

７１万円に減少しているということがおわかりいただけると思います。 

 次のページでは、地域の地縁団体組織、あるいはＮＰＯが直面する課題についてご説明

させていただきます。 

 まず、消防団でございます。左上のグラフでございますけれども、組織率は別といたし

まして、年々、団員数が減っているとともに高齢化が進んでいる現状がおわかりいただけ

ると思います。また、右のグラフでございます。これは、地域外からやってこられるボラ

ンティアの方々の推移を示したものでございます。１週当たりの推移でございますけれど

も、被災直後は道路等の影響で、なかなか入りづらかったんですけれども、その後、どん

どん入ってきたものの、ゴールデンウイークあたりを過ぎると、また減少してしまってい

るということがおわかりいただけると思います。 

 対比のために、青い線で、阪神・淡路のときのボランティア数をここに書いております

が、これにつきましても、時間がたつごとにどんどん減少しているということがあります。

したがって、安定性に課題があるのではないかと考えられます。 

 また、その下のグラフでございますけれども、ＮＰＯの方々の経営上の大きな課題につ

きましては、まず一番大きなものとして、よい人材を確保したり、あるいは、そういった

方々を育てるための手段が大きく足りてないといった部分。それから、収入につきまして

も、寄附に大きく頼っておりまして、事業収入が大きく足りてないといったことが挙げら

れます。したがって、大きく活躍はしておりますけれども、継続性、経営に関する課題に

直面していらっしゃいます。 

 以上をまとめますと８ページのようになりますけれども、まず、政策的インプリケーシ

ョンの１つといたしましては、地縁組織はなかなか頑張っていらっしゃるんですけれども、

地域の高齢化、それから、その組織率において大きな課題に直面しております。したがっ

て、こういった新たな担い手と行政が連携し安定的に運営を続ける、こういうことが必要

ではないかと考えられます。 

 インプリケーションの２といたしましては、地域建設業の活用の必要性でございます。

当然、地域にいらっしゃるので即応性は高いわけでございますけれども、経営上の課題に

直面して、こういったことが長期で維持できるのかどうか、大きな問題となっております。
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したがって、環境整備の検討が必要となるのではないかと考えています。 

 最後でございます。ボランティア・ＮＰＯ等の活用の必要性でございます。既に延べ人

数におきまして何十万人という方々が地域にいらっしゃっておりますけれども、どこにど

ういったニーズがあるかわからない、資金的に長もちしないといった大きなミスマッチが

あることがわかりました。したがって、このミスマッチを解消するような中間支援を行う

団体が活躍するべきであり、そのための情報提供、コーディネート機能、人材育成等の機

能の強化が必要ではないかと考えられるわけでございます。 

 私からの説明は以上でございます。 

【奥野委員長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、意見交換に入りたいと思いますが、本日、急遽、ご欠席となりました東北大

学の今村委員から書面でご意見をいただいておりますので、事務局からまずご紹介いただ

いて、それから意見交換に入ります。お願いします。 

【川上総合計画課長】  委員提出資料というのがございます。今村先生から文書でいた

だいております。「安心・安全なまちづくりのために」ということでございます。読ませて

いただきます。 

 東日本震災による津波被害を受けて、我が国での地震・津波災害に対してまちづくりも

含めた対策を考え直す必要がある。従来は、既存の地域を守るためのハード整備が実施さ

れ、それを超える場合には、避難体制やまちづくりで対応するという総合防災の基本があ

った。ハード、ソフト、まちづくりの要素は不変であるが、今回は、まず、第一歩として、

災害からつよいまちづくりを行い、多重の防災機能を持たせた施設や体制をとりたい。 

 中規模以下の通常の災害に対しては、ハード対策で対応することが原則となる。この場

合、社会基盤整備は新設のみでなく、既存の施設の有効活用、自然力の利用、多重ライン

での対応、という視点も大切である。 

 一方、巨大災害に対しては、先ず人命被害を最小とすることが災害対策上求められる。

そのためには、社会基盤施設、ソフト対策との適切な組み合わせによってカバーする必要

がある。つまり、大規模な被災を前提とするものの、影響の部分化、人命被害の最小化、

復旧のし易さ、などを考慮した施設の整備・管理が求められる。 

 地震や津波などの（１）発生間隔・頻度および規模や（２）影響（被害）を考慮し、地

域、集落ごとの個別の（３）生活条件・地形条件などから、安全レベルを設定し、減災へ

の対策の（４）効果および費用を評価して、地域での減災レベルを合意形成する必要があ
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る。（１）－（４）における個々の合理的な評価を下に、住民および行政の間で目標を作り

上げて行くかが、地域安全の確保のための第一歩である。 

 「いま、議論している２つの対象津波外力レベルが以下の通りである」ということで、

レベル２といたしまして、地域の津波減災レベル。次のページでございますが、「今回の被

災を経験に、二度と繰り返さないために必要な対象津波レベルである。以下に示す津波レ

ベル１をはるかに上回り、構造物対策の適用限界を超過する津波に対して、人命を守るた

めに必要な最大限の措置を行うレベル。対象津波は、貞観津波クラスの巨大津波の発生頻

度は５００年から１,０００年に一度と考えられる」とございます。 

 レベル１といたしましては、海岸線の津波防護レベル。「海岸保全施設でどのレベルの津

波を対象とするのか目安である。施設の設計で用いる津波の高さのことで、数十年から百

数十年に１度の津波を対象とし、人命及び資産、国土を守るレベルとしたい」、そういうこ

とで、以上のご意見をいただいております。 

【奥野委員長】  ありがとうございました。 

 それでは、意見交換に入りたいと思いますが、今日は大変短時間の中でかなり詳しい資

料をまとめてご説明いただきました。暑うございますので、扇子とかそういうのをお持ち

の方は、どうぞご遠慮なく使っていただいてよろしいんじゃないでしょうか。傍聴の方も、

どうぞご遠慮なくお使いください。 

 それでは、一わたり、まずご発言いただいて、それから意見交換に入りたいと思います

が、家田先生からで恐縮ですが、お願いできませんか。 

【家田委員】  暑くてぼーっとしていたので、最初に発言のつもりがなかったので。１

つ、２つ、前のほうのことはまた後で聞くにして、資料８だったかな、８、９あたりのと

ころでちょっと伺ってみようかと思います。ああ、そうだ、その前だ。資料６か。幾つか

言っちゃいますね。 

 資料６で、災害リスクを考慮した安全で安心というような話で、非常に緻密ないい分析

をしてくださっていると思うんですけれども、津波でやるとこうなんだけどというところ

があって、それから、今度は、河川の洪水でいくとああなんだけどというのがあって、河

川の洪水のほうも、１００年確率、２００年確率で満足できているわけじゃないですよね、

堤防や何かがね。そうすると、内側に行けばそれで済むというものでもないようなところ

がありますよね。つまり、ずばり言っちゃうと、よっぽど不便なところに行かない限り、

ほんとうに安全というのはなかなかあるもんじゃない。しかも、不便なところで山の中に
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入ると今度は土砂崩れだと、こういうことになるので、それが我が国だというところは表

現したほうがいいんじゃないかという感じがしているんですけどね。 

 だから、さっき、今村先生のお話のご紹介がありましたけれども、結局、それと折り合

いをつけながら減災でいくしかないんだろうなというのが、この国の住み方じゃないかと

思うんですけどね。そんなとこ、資料６について思ったので、もしそういった分析をこれ

からおやりになるんだったら教えていただけたらなと思います。 

 それから、資料８で質問です。資料８、９って非常によくまとまっていて、ご苦労さま

でした。資料８、５ページのところで、「しなやかなインフラ確保の必要性」って、全くご

もっともなことが書いてあるんだけども、経済メカニズムの中では、やっぱり選択と集中

でサプライチェーンがつくられていって、そして、通常時の意味では非常に効率的で合理

化されているわけですよね。だけども、しなやかなふうにしていきたいというのは、割り

切って考えれば、悪く言えば、ある種の無駄、よく言えばゆとりのあるようなつくり立て

をするか、もしくは非常時モードと常時のモードを切り分けるということだと思うんです

よね。そこで、どういうお考えなのかというのをぜひ聞きたいというのが質問なんです。 

 ご参考までに言うと、ある運送会社の人たちと意見交換をしているところなんですけれ

ども、こういうことを言っているんですよね。常時は運送会社間で当然競争していくんだ

から、今までどおりやっていきたいと。だけども、非常時のモードが発令されたりすると、

例えば、非常の救援輸送とか支援物資や何かについては、この町はＡ社がやりますと。だ

けど、Ａ社の通常の配送品みたいなものは、Ａ社のターミナル、支援物資に使っちゃうか

ら、できないから、ほかの会社にやってくださいねというようなのを、大手の路線トラッ

ク会社と特定の市町村、協定を結んでいくというようにしたら、きっといいんじゃないか

という意見が出てまして、これ、ビジネスマンたちが言っている話なので、リーズナブル

だなという感じ、私もしているんですよね。それなんかは、いわば常時と非常時を切り分

けるという方式によって、常時にはびしびしのネットワークだし、非常時にはしなやかと

いうか、ちっとはゆとりのあるネットワークという、そういうようなやり方をすることだ

と思うんですが、戻りますけれども、５ページの上の「しなやか」のところ、もうちょっ

とお考えを聞かせていただきたい。 

 最後になりますけれども、資料９で２ページ、いろんないい事例が書いてあるので、企

業でもこういういいのがあるんだけど、多分、皆さん、ご存じだと思うんだけど、岩手県

の配送は、今も一部分そうですけれども、ヤマト運輸のボランティアベースですよね。た
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だですよね。信じられない。宮城県はまた別なんですけれども。そういう企業がボランテ

ィアベースでやっているという業務ですよね。そういうのって、ちょっとぞっとするぐら

いの話なんですけれども、こんな長い期間にわたって。そういう種類のも、やっぱり企業

のところに取り上げておいてはどうかと思うんですけどね。 

 以上、１点だけ質問を入れさせてもらいました。あっ、２点だな。質問、２点。 

【奥野委員長】  ありがとうございました。 

 それでは、最初の津波、あるいは山に行けば山津波の話、これ、名執計画官でよろしゅ

うございましょうか。 

【名執計画官】  お答え申し上げます。今回の問題の上位として、大規模地震に伴う津

波に限るということは全くご指摘のとおりでございます。あと、ほかの災害についてはど

うかということなんでございますけれども、洪水は基本的に大河川は大平野につきものと

いうことですので、今回分析したものとかなり重なっている部分はあるのだろうと。その

他、山の中の災害になってきますと、基本的にはだんだん人口も少なくなりますし、規模

も少なくなるというようなことかと思っておりまして、そういう意味では、１番目の作業

としては、今回の地震発生を受けたということもあり、大規模地震に伴う津波ということ

でさせていただきました。 

 その他の災害につきましては、今申し上げましたとおり、だんだん発生する単位が小さ

くなるということは、データのハンドリングも、それに応じてだんだん細かくしていかな

くてはいけないというあたり、作業としてどのようにしていったらいいか、さらに検討を

させていただければと思っております。 

 以上でございます。 

【家田委員】  確かに、非常にローカルな土砂災害なんかは難しいと思うんだけど、６

ページの図で見ると、赤いところが津波上の危ないところなんだけど、可住地というネズ

ミ色のところが、まあ、ましじゃねえかということで書いてあると思うんだけど、これ、

北上川流域とか利根川流域とか石狩川流域とか、みんな、巨大河川の一番心配なエリアば

っかりですよね。つまり、これで赤が嫌だからといってネズミ色に行くと、今度は河川の

ほうの心配をしなきゃいけない。そっちは、超過洪水対策なんてまだやってないですから、

じゃあ、スーパー堤防かとかいう話になっちゃう。ほんとかよという感じになる。だから、

そこのところのつらさというのはやっぱり国民に言ったほうがいいんじゃないかという意

見なんですけどね。 
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【奥野委員長】  ありがとうございました。 

 じゃあ、堀尾さん。 

【堀尾広域政策企画官】  資料８に関してでございますけれども、７ページ目をごらん

いただけませんでしょうか。これは、鹿島港に所在する工場の事例でございます。当然、

工場内も大きく被災をしてしまったんですが、赤い字で書かれておりますとおり、自分で

持っている岸壁も壊れてしまった。工場の中は比較的早く復旧したんですけれども、手足

をもがれてしまって材料供給ができなかったということで、何をしたかというと、自分の

岸壁から一部他の岸壁にスイッチさせてもらい、そこから陸揚げをさせてもらった。また、

船ではなく、道路を使って搬出を始めたということでございます。すなわち、いつも二重

に持っているということではなくて、震災モードに入った瞬間に、使えるものを使って、

とにかく経済活動を維持するということがあります。 

 それから、しなやかにという考え方、これ、実はいろいろこれから考えていかなくては

いけないと思うのですが、例えば、先日お話をお伺いした東京大学の藤本隆宏先生のお話

ですと、日々、産業というのは世界的な競争にさらされている中で、震災のことを考えて

冗長性を持たなければならないとなると競争性がそがれてしまう。むしろ、通常の中にお

いて常時モードと非常時モードをしっかり持っていて、何があっても経済活動が維持でき

るような、こういうことをふだんから取り組むべきではないか、こういうお考えを持って

おりました。 

 それから、資料９につきましては、企業につきまして事例をより整理をして、またご紹

介させていただきたいと思います。 

【家田委員】  ありがとうございました。 

【奥野委員長】  よろしゅうございますか。ありがとうございました。 

 じゃあ、一ノ瀬委員、お願いします。 

【一ノ瀬委員】  詳細な説明、ありがとうございます。私も幾つかというか、結構たく

さんあるんですけれども、最初に質問からお聞きしたいと思います。質問が２つほどあり

ます。すごく基本的なことであれなんですけれども、１つは、先ほど、ハザードマップの

説明が資料６ですか、出たんですけれども、想定が自治体によって随分違っていたという

あたりで、実際私もその後、藤沢市に住んでいるんですけれども、藤沢市のを見たら、そ

んなに来ないような想定にもなっていましたので、実際、私、専門外なので全然わからな

いんですけれども、ハザードマップで想定するというのは、どんなふうに決められて整備
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されているのかなと。ちょっと教えていただきたいと思います。ちなみに、気仙沼市に関

してはここに載ってないですけれども、非常によくマッチしていたと思います。 

 ２点目は、これも質問です。最後の資料９のボランティアのところなんですけれども、

ボランティアの増減について資料を出されていたと思うんですが、これは現地に入ったボ

ランティアという意味で資料を出していただいているんだと思うんですけれども、実際に

は、現地に入らないというか、いろんな形で後方支援をするようなボランティアもありま

すので、もしそういったものについても情報があるようでしたら教えていただきたいと思

います。 

 次は、幾つか意見です。ちょっとばらばらしているんですけれども、１つは交通網につ

いてで、私、交通網、あまり専門でないので、これは単純な意見なんですけれども、どう

いった形で代替するかとかという議論がいろいろ資料であったと思うんですが、これから

多分、特に自動車モビリティーが、近い将来、電気自動車にかわっていくんだと思うんで

すけれども、そうすると、今回、石油というか、ガソリンを運ぶというのとまた違った様

相を呈してくるのかなと思いますので、将来の計画を立てるという意味では、そういった

技術革新に伴うモビリティーのシフトみたいなことも前提に考えていく必要があるだろう

と思っています。 

 電気自動車の場合、今回の災害を考えると、停電になってしまったので、逆にリスクが

高いようには見えるんですけれども、その後のエネルギーの地産地消みたいな議論とくっ

つけていくと、意外に明るい未来があるんじゃないかなと思っています。 

 次は、資料で言うと、さっきの６になるんですかね。まさに国土利用のところですね。

私、一番興味があるところなんですけれども、非常に詳細な資料をつくっていただいて、

私も大変勉強になります。今、家田先生が言われたように、今回は津波があったので、あ

くまで津波の被害を前提にというか、そういったものを想定して資料をつくっていらっし

ゃるので、当然わかっていらっしゃることだと思うんですけれども、何回か「人口減少」

というキーワードが出てくるんですけれども、人口減少と、今回議論しているのは災害の

リスクですね。さらには、後半でも出てきたエネルギーの需給だったりとか、それは裏返

すと、二酸化炭素の排出量になります。さらには、長期展望委員会では議論していますけ

れども、地球温暖化の問題だったり、あるいは生物多様性の保全ですね。これも今回、火

力発電所とかいろいろ、アセスしなくていいんじゃないかみたいな話にもなっているんで

すけれども、気仙沼で「森は海の恋人」という話も出ていますけれども、国際的にも約束
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していることですので、ぜひしっかりやらなきゃいけないと思うんですが、さらに加えて、

地域固有の文化みたいなものをしっかり踏まえるというのが、今回、大事であるというこ

とが逆にわかってきたのかなと。地名だったり言い伝えみたいなものですね。そんなよう

な視点から、本来の意味での国土計画を目指すということにならなきゃいけないんだろう

なと考えております。 

 そういう意味では、よく言われていることなんですけれども、持続可能な地域のユニッ

トのようなものを検討していくことになるんだろうと思います。そういう意味で言うと、

国土利用計画や市町村計画等の活用によるというお話があったんですけれども、今回の被

災地を見ていても、例えば気仙沼市なんかも、気仙沼市って宮城県からちょっと出っ張っ

ているところもありますので、山のほうに上がるとすぐ岩手県になってしまうんですね。

なので、市町村での範囲を越えてしまうという限界ももちろんですし、県を越えてしまう

ような限界もあって、そういった意味でも、国土利用計画の果たす役割が大きいんだと考

えております。 

 あと、もう１点だけ意見ですけれども、今度はまたエネルギーのところに飛ぶんですけ

れども、ここはほんとうに単純な意見ですけれども、今日の資料は多分、発電を想定して

つくっていただいたんだと思うんですけれども、長期展望でもちょっと申し上げたような

気もするんですが、例えば木質バイオマスみたいな場合は、今回、だるまストーブが復権

したというか、非常に活躍したりしたんですけれども、物によっては、そのまま燃焼させ

るものが効率がいいものも当然ありますし、今は、温室のボイラーなんかも薪のまま使え

るものが出てきています。また、地熱だったりとか、温泉なんかもそうでしょうけれども、

それをそのまま使う。あとは雪なんかもそうですね。というのもありますので、適所適材

をしていくことによって、エネルギーの使う効率もかなりよくなるんではないかと。これ

は当たり前のことですけれども、考えています。 

 以上です。 

【奥野委員長】  ありがとうございました。 

 それでは、最初のハザードマップの問題、これは名執さん、お願いします。 

【名執計画官】  ハザードマップの整備、推進そのものは河川局の仕事ですので、私ど

もが理解している範囲で申し上げます。基本的に、ハザードマップをつくる際に、どの程

度の災害といいましょうか、外力を前提にするかというのは、ハザードマップのつくり手

に任されていると理解しております。例えば、今ここで例に出しております宮古市につい
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ては、浸水深さの前提として、明治２９年、三陸、昭和８年の三陸、宮城県沖連動地震と

いう３つのシミュレーションの結果の合計というように設定していると聞いております。

したがいまして、この辺の具体的な設定の仕方は、それぞれの市なりに任されているので

はないかと思っております。 

 それから、後半のご指摘については、今までも長期展望委員会等でいろいろご指導いた

だいておりますことに重なっていくかと思います。長期的なものを織り込みながらという

もの、なかなか難しい面がございますけれども、さらに検討してまいりたいと思っており

ます。 

 以上でございます。 

【奥野委員長】  よろしゅうございますか。 

【一ノ瀬委員】  はい。 

【奥野委員長】  ありがとうございました。 

 じゃあ、私も幾つか。随分詳細な分析を……。 

【一ノ瀬委員】  ボランティアの件についてだけ、もし……。 

【奥野委員長】  ああ、失礼。じゃあ、企画官、よろしいですか。ボランティアの問題。 

【堀尾広域政策企画官】  今回得られた知見のうちの大きなものとして、域外からどん

どん物資とか人がやってくるのですが、なかなか地元のニーズにマッチしてないと。それ

で、大きな問題ができたということがありました。したがって、後方支援といたしまして、

そういう方々が、経験者が集まった団体も今動いていますし、日本に幾つか、そういった

中間支援組織となるＮＰＯ等がございます。そういったところが入って今動いております

けれども、まだ完全に市町村と連携がうまく組めているという状況ではないということが

ありますので、それは今後の課題ではと理解しております。 

【一ノ瀬委員】  大体どのぐらいの団体とか人の数が動いているかというのは、国では

わかるんですか。 

【堀尾広域政策企画官】  こちらの数字は、いわゆるボランティアセンターを経由して

活動された人の数があります。先ほど、先生のご質問にもございますとおり、現地に入っ

て、それを拠点として動いていらっしゃるケースも把握しておりますので、そういったと

ころの数字をとらなきゃいけませんけど、まだそういう統計的なものは、私どもとしては

入手しておりません。 

【奥野委員長】  ありがとうございました。 
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 じゃあ、私も幾つか意見といいますか、感想めいたことを話させていただきますと、第

１点は東京一極集中の問題なんですが、東京には現在、政治、経済、文化、金融、ほとん

どあらゆる文化機能が集中しているわけですね。江戸時代というのは、もうちょっと分散

していたんじゃないかと思うんですよ、私、素人なんですけど。明治に入ってから集中し

始めたというのは、やっぱり政策的なことがあったんだろうと思いますね。意図的に誘導

されたかどうかは別問題として。そういうところは、１回きちんと分析してみる必要はあ

るんじゃないかという感じがいたします。百数十年の歴史のところ、政策的なところでチ

ェックするんだろうと思います。 

 ２番目にリダンダンシーの問題なんですが、家田先生がご指摘になられましたつらさは、

もう率直に表現したらどうなんだという話と関係するんでありますが、リダンダンシーと

いうのは、やっぱり金がかかりますよね。その費用負担をどうするかということなんです

が、道路の例で言いますと、さっきの図にもありますように、東西の交通、南北の交通、

それぞれ機能するようにしなきゃいけない。私、この間、ＮＥＸＣＯのＣＳＲの懇談会の

議論に加わっておりまして、中日本からお話をお聞きしたり意見交換していたんですけれ

ども、３・１１のときに東名もとめたんだそうですね、津波の危険性があって。幾つかと

めたんですが、ちょうど新東名が今度、山のほうを走っていますので、もうほとんど工事

ができていますし、そちらのほうを通して、これは震災の影響が大きいのでニュースにも

なりませんが、スムーズに通れたということがあったという報告をいただいたんですが、

あれがなかったら大変でしたね。まあ、津波は東名には襲いかからなかったんですけれど

も。 

 それから、この前、新聞で、名古屋にいますと、名古屋の新聞を見ましたら、東海環状

の西半分を、国土交通省、早く事業を進めるようにする。東半分はもうできているんです

か。大環状ですね。これも、私、思うに、やっぱり名古屋が甚大な被害を受けたときには、

東西交通があそこでストップしますよね。大きな環状がありますと、そこを通ることがで

きる。日本海側を回っていたんでは、これはまた大変な時間がかかって、スピーディーな

ことができないんじゃないかと思います。これ、新名神もそうだと思います。 

 そのときに、新東名とかそういう道路は、これは料金で普通に対応できていくと思うん

ですが、それ以外の南北の交通、東北の東西もある。そういうところでは、なかなか料金

で普通にやっていくということはできないんだろうと思うんですね。そういうときには、

やっぱり税金の投入ということになるだろうと思うんですが、そういうリダンダンシーに
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はお金がかかるんだということを理解していただくということが大事なんじゃないかと思

います。 

 ３番目に、新しい公共なんですが、これは堀尾企画官からご説明ございましたように、

これを育成するということは非常に大事なことなんだということが今回わかったんではな

いかと思います。これは、国土交通省も育成に取り組んでいらっしゃったわけであります

が、いろいろ外的な環境などもあって、途中で途切れて、欠けたり等々したわけでありま

すけれども、この育成が大事なんだと。日本では、まだやっぱり弱いんですよね。アメリ

カのように、教会とか宗教団体がバックに、半分以上はそうですからね。それとは違って

志だけでやっていらっしゃるものだから、それの育成をしなきゃいけない。これは、国と

しても継続的に育成しなきゃいけないことなんだろうと思っております。これは、やっぱ

り都道府県……、まあ、都はわかりませんが、県とか市町では無理ですね。やっぱり国が

リーダーシップをおとりになる必要があるなということをつくづく感じます。 

 そのとき１つ感じたんですが、私が言っていたのは、新しい公共というのは、自分たち

が勝手に、好きな楽器を持ってきて吹き鳴らすところに意味がある。あんまり行政が、自

分のとこの下請をさせようとか、そういうのは考えないほうがいい。それは新しい公共を

殺しちゃうというようなことも言っているんでありますけれども、それはそれで大事なこ

とだと思いますが、一方で、今度のは、役場の仕事がきちんとできる新しい公共というの

はないのかということであります。 

 東北なんかでまさに要求されているのは、役場でそのまますぐ行って、そこの仕事がで

きるような、そういうＮＰＯが求められているということがあるんだろうと思うんですね。

今度、初めて、ああ、そういうことが必要なんだと私も思ったんですけど、そういうこと

ができるような、ＮＰＯもきちんと平素から持っておくことなんじゃないでしょうか。自

衛隊に予備役というのがあって、予備役というのは２種類あるんだそうですね。自衛隊員

の人に聞いたら、すぐに行く人と、ちょっと待って行く人とあるんだそうでありますが、

ちょっと待って行く人の話を聞きましたら、「もう長いことやってないものだから筋肉が弱

っていて、２週間のうちに筋肉を鍛えておくようにと電話で言われたんです」と言ってい

ましたけれども。まあ、秘密保持の問題がありますから限界はあると思いますけれども、

そういう予備役的な人たちで構成したＮＰＯ、役場の機能をすぐに担えるような、そうい

ったことも平素から準備しておくということが必要なんじゃないかということを、新しい

公共では今回思いました。 
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 ４つ目として、先ほど、堀尾企画官から、産業の国際競争力の話がありました。産業イ

ンフラの強化ということを前面に出してもいいと思います。それから、そのことを世界に

アピールしていく。これは日本の将来にとっては――命は大事ですよ。もちろん大事なん

だけれども、産業のインフラの強化ということも遠慮なしにアピールしていくということ

が大事なんじゃないかなと思います。 

 以上です。 

 特に質問ではございませんが、言いっ放しで恐縮ですが。 

 それじゃあ、先生、お願いします。 

【岡部委員】  全般を通じてなんですけれども、私が国土計画で何か発言を求められる

ときには、大体、複数の国を束ねたＥＵの空間政策とか地域政策が日本の国土計画にどう

生かせるかというようなことで、そういう興味でおそらく意見を求められているんだと思

うんですが、今までいつも、何か超えられない溝があると考えていたものが、そうした複

数の国を束ねるゆえの課題の緊張感というものが、今回の災害で同じような緊張感を持っ

てとらえられているなというのを、今日のを全般的に聞いていて思いました。 

 例えば、東京圏にいろいろなものが集中しているというのは、ヨーロッパで言うと、ブ

ルーバナナのエリアに経済活動の過半が集中していることの問題点とか、それが、先ほど、

奥野先生がおっしゃったような、江戸時代ではもうちょっと分散型だったろうけども、政

策的に東京に集中してきた。そういうことを、ＥＵができることによって、江戸時代の各

国が危惧しているというような、重なるようなイメージがあってというようなこと。 

 あと、最後の資料８にありました、日本の経済活動が世界に占める割合というのも、Ｅ

Ｕの二、三年前のレスポンの「ユーロ・イン・ザ・ワールド」というレポートの中でも、

ヨーロッパが世界に占める割合をいろんな部分で分析している。そういうことが、何か緊

張感を持って、この災害で見えてきたなという感じを持ちました。 

 私はどちらかというと、ソフトのほうのまちづくりなものですから、こういうお話を聞

いていると、この災害でもって、今まで足踏み状態にあったインフラ整備がまた勢いを増

したという印象がやっぱりあるというところに少し違和感を覚えます。 

 まずは、今ある仕組みでもって、賢く利用することによって、例えば、物流とか交通量

も２分の１をバックアップできるのかどうかというようなことを一度シミュレーションし

て、それで、ここはできないという部分がどこにあるのかというような、ある程度、数値

化されて、ここはどうしてもバックアップしておくと、すごく効果的に波及効果があるん
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だよというような見せ方が欲しい。もちろん万全であるにこしたことはないわけですけれ

ども、縦横無尽にネットワークができていれば、いかようにでもバックアップできるわけ

ですが、リダンダンシーのコストが際限なく大きくなるということでもあろうかと思いま

す。 

 全般的なことはそれで、あと３つほど、資料を説明していただいた中で思ったことです

けれども、まず１つは、資料３の災害時の対応を含めた地域間の交流と。そう言われると、

当たり前のように聞こえますが、要するに、平時のゆとり生活というか、楽しいことが、

いざというときの安全になっているんだということですよね。日ごろも豊かになって、か

つ、いざというときに安全が担保されると。こういう考え方がもうちょっと全体を貫いて

いてもいいんではないのかなと。地域間の交流のことだけではないんではないかなと考え

ました。 

 例えば、次に国土利用に関して言いますと、人口減少局面で、より安全なほうに誘導し

ていけばいいという話がありましたが、この際、ぜひやっていただきたいなと思うのは、

ハザードマップをつくるときに、近代の防災設備がない状態で、堤防とかがない状態のハ

ザードマップをつくる、あるいは古地図のハザードマップをつくっていただいても構わな

い。同じことなんですけれども。そういうものをつくることによって、今の安全と、万が

一そうしたものが機能しなかったときの安全の違いが見えるわけですね。それ、両方を加

味して、人口減少局面でうまく誘導してやることによって、より昔から継承されてきた人

間が地形に即応して暮らしてきた豊かな暮らしというか、そっちへと誘導していくことに

なる。単に安全なことだけではなくて、それが集落の文化を守る。前回、奥野先生が最後

におっしゃいましたけれども、国土計画の本来の目的はそこにあるというお話をおっしゃ

いましたけれども、そういう文化的にプラスの部分が出てくるという意味でも、堤防のな

いハザードマップをつくるというのをやってみてはどうだろうかと思います。 

 そして、最後に、３番目なんですけれども、新しい公共の話ですが、これに関しては、

私もまちづくりでいろんなフィールドに入っていて常々思うことなんですけれども、もと

もと地元の企業というのは、半分こうしたセールスをもっていると。建設業のみならず、

あらゆる業種でもって、今、コミュニティービジネスであるとかソーシャルビジネスの担

い手を育成しようという話がありますが、それ専業の担い手ではなくて、地域に根差した

ところというのは、自然に地域にお世話になっているという発想から、半分はコミュニテ

ィービジネスだったりソーシャルビジネスを実際はやっているわけですね。建設業もそう
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ですけれども、建設業が地域一事業であるのと同じような感じですね。 

 よく知られた例では、旅館業の吉田屋さんというのが、４日間は営利の旅館経営をして

いて、３日間は、例えば、農繁期の担い手として出すとか、そういうような、半分営利ビ

ジネスで半分コミュニティービジネスみたいな形で地域の産業を、今ある産業をそういう

ふうに脱皮させていくというような、そういう担い手の育成の仕方というのも考えていた

だきたい。そういうのも視野に入れていただきたいということです。 

 もう一つ例を挙げるならば、私は今回、テレビでいろいろ情報を見ていて、水産品の加

工場の例ですね。あそこまで機械化されているのかと、ちょっと唖然としました。魚を開

くのでも魚を３枚に下ろすのも、全部機械化されている。もちろんそうしたことで、ロー

コストでいい品物が多く出回ることも大切なことかもしれないけれども、手で下ろすわざ

とか、そういうものがなくなってきているわけですね。機械が壊れたから手で下ろしてで

も頑張って出しましたという話を聞きましたけれども、そういう商品もつくっていくと。

これは、手作業で全部やりましたみたいな商品をつくっていくことが、その製造業にとっ

てもゆとりになり、技術の伝承とか文化を守っていくということにもなるというような。

ですから、冒頭の資料３で申しましたような、平時のゆとりとか楽しさということが、い

ざというときの安全につながるような仕組みというのを考えると、もうちょっと楽しく、

こういう問題って考えられるのではないかなと思います。 

【奥野委員長】  ありがとうございました。 

 じゃあ、森川委員、お願いいたします。 

【森川委員】  それでは、２つほどお話をさせていただければと思います。今までの先

生方のお話とも関係するかもしれないのですが、効率と無駄というところが、非常に難し

いバランス感覚が求められるなと思っています、例えば、今、携帯電話事業者は、携帯電

話がつながらなかったのはけしからんということで、かなりいろいろなところから圧力を

受けているんですね。それに向けて、今、ああいう非常事態でも携帯電話がつながるよう

に鋭意考えてはいるのですが、それを株式会社が全部やることはできない。じゃあ、そう

すると、国がやるのか。国がやるとしたら非効率にならないかとか、その辺のバランスが、

今、とても難しい状況になってきていると思います。 

 そのため、国交省は需要をつくり出す省だと思っていますので、しっかりとそのあたり

を考え、うまいバランス感でやっていくしかないのかなと思います。そのため、先ほど、

ハザードマップの言葉も出ていますけれども、やはり情報共有して、なるべく市場に任せ
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ていくようなアプローチ、情報をとにかく出すことで、市場側がきちんと土地の価格等を

判断していくと思いますので、できれば、できるエリアは市場になるべく任せていくよう

なアプローチをとっていくのがいいのかなと思っています。しかしながら、国がやらなけ

ればいけないことが必ず残りますので、そこをどうするかは、うまいアイデアがあったら

おもしろいなと考えております。 

 その中で、考えるための一例ですけれども、こういったことが可能かどうかなんですけ

ど、例えば、道路をつくるとき、あるいは橋をつくるときに、そこに研究開発的な要素を

一緒に入れ込んで橋をつくるみたいなことが可能であれば、研究開発もしながら、インフ

ラとして橋がつくれる。アメリカだと、これ、前回申し上げましたけれども、安全保障と

いった観点で、国が研究開発予算に膨大な金をかけています。安全保障ということで、彼

らの研究開発予算は必要だという説明になっています。これに対して、研究開発と社会資

本インフラの整備とを絡めることが可能であればおもしろいなと思っています。そのよう

な効率と無駄のバランスが重要だというのが１点目です。 

 ２つ目は、これは僕、答えがわからないのですが、国交省というのは需要をつくり出す

省だと認識しています。今までは、確かに需要制約というような、１０年、２０年、需要

が足りなかったような経済が続いておりましたけれども、昨今のエネルギー問題で、供給

制約の時代にガラガラポンって変わってしまったような感じがします。そうすると、需要

と供給との間でのマッチングが非常にアンバランスになってきて、国交省が需要をガンガ

ンとつくり出しても供給側が追いつかない。経済をマクロとして考えると、そういう影響

がおそらく出てくるのかななんていう気もしておりまして、そのあたり、国交省として何

か考えなくてもいいのかというのが素朴に感じているところでございます。そういったと

ころは経産省の管轄かもしれないんですけれども、需要と供給のバランスのところ、そこ

は結構大きな問題になるのかななんていう気がしているということです。 

 以上です。 

【奥野委員長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、先生方、追加してご発言ございましたら。家田先生、どうぞ。 

【家田委員】  じゃあ、第２ラウンド。だけど、時間ってもうすぐ終わりですよね。 

【奥野委員長】  いや、まだ１５分ほどありますが。 

【家田委員】  じゃあ、さらっと。１つは、ここに書いてあることはすばらしいことが

あったんだけど、前も言ったんじゃないかと思うんですけど、新しい技術というのでもの
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すごく支えられているんですよね。前回、岡部さんがおっしゃったように、技術がだめに

している面もないことはないんだけど、だけど、技術で支えられている面ってものすごく

あるんですよね、平常時だけじゃなくて非常時に。そういうのをもっともっと洗い出して、

国土づくり、あるいは安全の確保に対して、技術を駆使していくという印象をもっと強く

出したほうがいいと思っているんですよ。技術は平常時に使うだけのもので、非常時には

さよならみたいな感じなんだよね。道路といえば道路だし、何といえば何というのは昔な

がらの感じがするので、それを１つ強調したほうがいいんじゃないかという感覚を持って

います。 

 それから、やっぱり今も、コスト、効率と無駄みたいなお話がありましたけど、何だか

んだ言ったって災害はあるんですよね、うちは。いっぱいあるんですよね。だから、災害

とうまく折り合って何とかしていくしかないわけで、それは住み方もそうだし産業もそう

なんですよね。それをさっきおっしゃったみたいに、マッチングというのか、常時の競争

と非常時の協調みたいなものがね。それを常時からトレーニングしていく。そういうスタ

イルが、日本の国土とビジネスのスタイルだというような感じに持っていったほうがいい

と思っているんですよ。したがって、結果的には非常時のパフォーマンスは上がっている

んだけど、あんまりコストアップしてませんよという。そのモデルというのが、世界中に

災害国なんていっぱいありますからね。途上国なら、インドネシアとか、いくらでもあり

ますから、そういうところの発展にも寄与していくような、そういう最先端事例国になる

ようなふうがいいと思っています。 

 だから、ぜひそういうコストアップを生まないような災害対策、対応ですよね。そうい

う意味で、さっきの岡部先生のご懸念もあるんですけど、確かに僕も同感の面もあるんで

すよ。さっきも、高速道路あり方委員会みたいのがあって、そこでは、いや、三陸自動車

道はもうバーッとつくるんだみたいな意見もないことはないんだけど、やけ太りみたいな

ことでも困るんですよね。要るものは要るし要らないものは要らないという発想が必要だ

しね。ただ、私、「コンクリートから人へ」という意見の人間じゃないんで、冷静に日本の

道路インフラを比較すると、暫定２車線を高速道路なんて言っている国はどこにもありま

せんから、それを抜くと、日本の高速道路のインフラってものすごく貧困だということは、

冷静に見ていただければわかるんで、それはそうなんですが、それを置いておいたとして

も、さっきのコストを上げないようにするという観点からすると、こういう意味の、ある

種、リダンダンシーをアップするためのインフラ整備という場合には、インフラのスペッ
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クダウンもあり得るよという。スペックダウンというのがあり得るよという、構造自身が、

例えば、車線数であるとか、路肩のつくり方であるなんていうものを、フルの高規格道路

じゃなくたっていけるわけですよ、そういうリダンダンシー確保は。したがって、岡部先

生ご懸念のような、またインフラをバンバンつくるのかみたいなことじゃなくて、品のい

いといいますかね、（笑）コストもあんまり上がらずに、だけど、実質の効果が上がるよう

な新しいインフラ整備の時代だという、そんな感じに持っていく必要があるなという感じ

はしました。 

 以上です。さっきので言うと、非常時と常時の両方のダブルモードで国土とビジネスの

モデルをつくっていくみたいな、そういうのが要るんじゃないかと思っています。 

【奥野委員長】  ありがとうございました。 

 ほかの先生方、いかがでしょうか。一ノ瀬先生。 

【一ノ瀬委員】  私も短くいこうと思います。２点だけ。あまり皆さんが触れなかった

んですけれども、一番最初に説明いただいた資料３の首都直下地震の話なんですけれども、

ある程度想定されることと、あと、現在、自治体間の支援というか、マッチングの話につ

いて説明いただいたんですけれども、私、ちょっと前まで関西にいましたので、東南海と

か南海は関西では非常に危機感を持って、ある程度備えて、まあ、それが十分だったかど

うかは、今回また検証されるんだと思うんですけれども。ただ、首都直下型というのも、

随分言われるわりには、東京に住んでいる方はほとんど、あんまり真剣には考えてなくて、

多分今回初めて、はたと考えたと思うんですけれども、どの程度の想定が細かくされてい

るのか、私、専門外でよくわからないんですが、できれば、こういったものも、先ほどお

話ありましたように、できるだけどんどん情報を公開していって、いろんな意味でリスク

があるところに、やむを得ずというかもしれないんですけれども、住んでいる状況がわか

るようにしていただけたらいいんじゃないかなと思います。 

 その後でどうするのかとか、首都機能をどうするかみたいな話というのは、また政策的

なことになってくるんだと思うんですが、まずは、できるだけ情報を明らかにしていくと。

ここ２つで対比していただきましたけれども、ものすごい規模の違いで、こうなったとき

にどうなるか、想像もつかないんですけれども。 

 あと、先ほど、自治体レベルで首都直下があったときに、新潟県で１００万人受け入れ

ていただけるということなんですけれども、ただ、１００万人がどうやって動くのかなと

かいうことをちょっと考えてしまったんですけれども。なので、フィージビリティーも含
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めて相当考えなければいけないんじゃないのかなと思っております。 

 そういう意味では、前回のときに、実は被災地を離れない方が多いという話をちょっと

したんですけれども、いろんな集計がもう既に出ていると思うんですが、今回、どの程度

の人の動きがあって、自治体ごとにいろいろキャパがあって、受け入れたりしているんだ

と思うんですが、そういった情報も整理して提示していただけるといいかなと思っており

ます。 

 ２点目なんですけれども、これは簡単に、前回もちょっと申し上げたんですけれども、

今日は一番最後のところで、ツイッターとかという話、ＳＮＳが出てきたんですけれども、

マスメディアではどうしても批判的に語られるところもあると思うんですが、実際、今の

支援の活動の中なんかにおいても、前回のというか、阪神・淡路のときとはかなり違うこ

とが、そこで今まさに起こっているんじゃないかなと思っているんですね。なので、そう

いった意味では、もちろん問題がないこともないんですけれども、ぜひソーシャルネット

ワークとかソーシャルメディアで起こっていることなんかについても情報をまとめていた

だけるとよいんじゃないかなと思います。 

 以上です。 

【奥野委員長】  ありがとうございました。局長、審議官、いかがでしょう。何かご発

言いただくことも、いろいろ思いもおありなんじゃないかと思いますが。福富審議官、い

かがですか。じゃあ、福富審議官、幾度審議官の順番でお願いできますか。 

【福富官房審議官】  特にしゃべることは実はないんですが、先ほど、津波想定だけで

土地利用を決めたという指摘があったんですが、実は津波想定で今回のこのテーマを議論

しているときにおいてすら、大都市の土地利用をどうしようかというのは、なかなか正解

がなくて難しいということしか言えないよねというような議論が中でありまして、それに

加えて、水害だとか他の災害予想を加えていくと、ほんとに土地利用という面で日本の国

土をとらえたときの今後のあり方というのは、実は、このレポート・プラスアルファでも

なかなか回答が見つからないという話をしたところでありまして、ちょっとそこは頭が痛

いなと思っています。 

【奥野委員長】  ありがとうございました。 

 幾度審議官、いかがでしょうか。 

【幾度官房審議官】  ありがとうございます。今回は１,０００年に一度というようなレ

ベルの津波を伴うような大規模災害への対応ということで、現時点でいろいろ考えられる
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ことは一応提示して、しかし、政策として、これをほんとうに採用するかどうかというの

は、先ほどから、効率と無駄の議論もありましたけど、よく考える必要がある。震災が起

きると、今までの論調とがらっと変わって、例えば三陸縦貫の議論などが出てくるのです

が、国土政策として最終的にどういう政策を選択していくのかという論点を冷静な立場で

議論したいなという思いがあります。 

 そういう意味で、先ほどの私どもの資料でも、交通のまとめのところで、リダンダンシ

ーについてのきちんとした評価軸みたいなものをつくるべきだとしていますが、そういう

ようなことを発信していくのが国土政策で重要ではないか、そういう思いを持っておりま

す。 

【奥野委員長】  ありがとうございました。 

 委員の先生方、追加してどうですか。 

【岡部委員】  先ほど、家田先生のおっしゃった「常時の競争、非常時の協調」という

のは、私もそういうことを思っていたんだと思うんですけれども、いい言葉だなと思いま

した。首都機能移転が、災害で復活、息を吹き返したみたいなところが少し、冒頭でいつ

も、この話があるものですから、そういうものを感じるわけですけど、やっぱりどうして

もこういうのがマスコミに伝わると、東京と同じようなものをどっかにバックアップとし

てつくっておくんだという単純なイメージができ上がってしまうんだけど、やっぱり今あ

る都市の仕組みの中でどうバックアップ機能を担保するのかということなんだというのが

１つ。 

 もう一つは、海外との連携ということに、相互支援体制ということになると国と国にな

るんですけれども、私はやっぱり、自治体レベルでの連携、遠隔地の連携の中で、場合に

よっては日本全部だめになることもあって、同じようにだめにはならないだろうから、そ

の延長でもって、海外の自治体との連携というのがもうちょっと入っていたほうがリアリ

ティーがあるんじゃないだろうかと思います。 

 以上です。 

【奥野委員長】  どうぞ。 

【森川委員】  先ほど、インフラ整備のときに、研究開発と絡めるなんていうお話をさ

せていただきましたけれども、ＩＴとかＩＣＴ屋から見ると、国交省というのは、フィー

ルドを持っている、とてもすばらしい省なんですね。すばらしい実験場がたくさんあって、

総務、経産だけでは絶対できないという、すばらしい省です。また、橋をつくるとか道路
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をつくるとか港湾をつくるのに比べると、ＩＴとかＩＣＴなんてもう微々たるものなので、

けたがほんとに小さいです。もう２けたぐらい違います。したがって、何か新しくインフ

ラをつくるときには、ぜひともその辺とも、経産とか総務と仲よくしていただいて、国交

省としては、これをやるから一緒にやろうぜみたいな感じで、そういったことをやってい

ただくと、我々の産業界もおそらく元気になると思いますので、ぜひともそのあたりもセ

ットで考えていただけるとうれしいです。 

【奥野委員長】  ありがとうございました。 

 私、一番最初に、明治以来の政策が一極集中に大きく変わっているんじゃないかという

話を申し上げました。これは、首都機能移転なんていうことを言っているわけでは全くあ

りませんので、念のために申し上げておきます。 

 そろそろ時間になりましたので、このぐらいにさせていただきたいと思いますが、最後

に、局長、何かご発言いただけますでしょうか。お願いします。 

【中島国土計画局長】  本日は貴重なご意見をありがとうございました。 

今日いただきましたご意見も踏まえまして次回にはとりまとめの案をお示ししたいと考え

ております。それについて議論いただき防災国土づくりの基本的な方向性を示していきた

いとおもっておりますが、合わせて、お願いですが、たとえば東北地方でこの考え方を活

かすとしたらどうなるのか、ここがポイントだというようなご指摘もいただけたらと思っ

てります。その点も含めて次回、たたき台をお示ししたいと思いますのでどうぞよろしく

お願いいたします。 

【奥野委員長】  ありがとうございました。この前の政策部会でも、東北についての広

域的な計画をもう一回考えたらどうだというようなご意見ございましたですね。その点に

ついては、多分、皆さんにもご異論はないんだろうと思います。どうもありがとうござい

ました。 

 そろそろ予定の時間になりましたので、これをもちまして第２回の委員会を終わりたい

と思います。本日は、大変ご熱心な議論をありがとうございました。大変お暑い中、また

傍聴の皆さんもご苦労さまでした。 

 それでは、事務局から連絡事項をお願いいたします。 

【岸企画専門官】  次回の第３回委員会の日程についてでございますが、次回は７月４

日、月曜日、１８時から２０時の開催を予定しております。会場につきましては、また後

日、事務局よりご連絡を差し上げたいと思います。 
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 なお、本日お配りいたしました資料につきましては、お席にそのまま置いていただけれ

ば、後ほど事務局から送らせていただきます。本日はどうもありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 

 


